倉敷市実証実験サポート事業の支援申請に係る事業計画書
法人名：
代表者職・氏名：
１　実証（証明）したい内容
	（実証実験で検証したい「仮説」を記載）



２　実証実験の内容　※任意様式に記載したものを別添しても可
	（今回実施したいと考えている実証実験の具体的な内容と予定している具体的な方法を記載）



３　実証実験のスケジュール
	（本実証実験の計画を、線表などを用いて記載。特に実施希望時期があれば理由とともに記載）



４　実験に活用するアイデア、先端技術等
	（事業化する製品・サービスについて、市場での新規性や、競合との優位性・独自性を記載）



５　事業化に向けた課題と実証実験の目的
	（事業化への課題や障壁と実証実験の必要性、倉敷市で実証実験を行う目的や社会的意義等を記載）



６　実証実験の内容　※任意様式に記載したものを別添しても可
	（実証フィールド・期間、活用する先端技術と検証内容、手順や体制、安全性や信頼性等を記載）



７　倉敷市に期待するサポート内容
（１）期待するサポート事項　※該当するものに☑（複数選択可）
□ 市が保有する施設、設備、情報等の提供に係るあっせん
□ 地域住民等との調整に関する支援
□ 実証実験への参加者の募集に関する支援

□ 国、県等への必要な手続及び制度説明等に関する支援

□ 広報紙、倉敷市ホームページ等を活用して行う情報発信
□ その他
（２）具体的な内容
	（上記で☑した項目について、サポートが必要な内容を対象やスケジュールなど具体的に記載）



８　事業化プロセス
	（実証実験の成果を活用してどのような事業展開を想定しているか、計画やスケジュールを記載）



９　その他

	（今回の実証事業で、他の支援を受けている（受ける予定がある）事業名、他の実証実験に対する思いやアピールポイント、将来挑戦してみたい取組等を記載）



10　実証実験に係る経費
	科目
	金額（概算）（円）
	備考

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	経費合計
	
	


【留意事項】
· 本様式は、必要に応じて適宜、行を追加、削除して調整すること。
· 「６　実証実験の内容」を任意様式で提出する場合は、記載欄にその旨を記すこと。
· プロジェクトの性質等から記載が困難な項目がある場合は、事前に市へ相談すること。
· 申請書及び本事業計画書に加えて、次の資料を提出すること。
□ 法人登記事項証明書（履歴事項証明書）　※発行日から３月以内のもの
□ 事業概要資料（ホームページの写し、会社パンフレット等）
□ 共同体構成者一覧　※共同実施者がいる場合のみ
□ その他倉敷市が必要とする書類
· やむを得ない理由により、市の支援が決定する前に実証実験の着手を希望する場合は、「事前着手理由書」を提出すること。
· 補助金の交付を希望する場合は、実証実験サポートの決定を受けた後に、別途、「倉敷市実証実験サポート事業費補助金交付申請書」を市に提出すること。
